
都市建設委員会

安全で円滑な交通の確保と生活環境の向上の為、道路や街路等の社会基
盤の整備を進めることは重要です。その財源は国庫補助金を多く活用し
ています。予算確保に向けた国への引き続きの働きかけと、工事作業者
の安全指導を要望しました。また、大浜公園プールの入場料について、
一番の利用者である市内小中学生への配慮を要望しました。

道路新設改良事業　8 億 7,334 万円
中野小鹿線（駿河区小鹿）の交差点改良
工事、山脇大谷線など７路線のバイパス
整備を行います。

社会基盤整備の促進、生活環境の向上

大浜公園再整備事業 1億 67 万円
建設工事費の増額。令和 6年度に建設工事
を行い、令和７年７月リニューアルオープ
ンに向け進めています。

令和６年６月定例会常任委員会報告 常任委員会は所管部門の議案、請願・陳情の審査、調査を行う
議会の常設機関。静岡市では６の常任委員会が設置されている。

総務委員会

①農地集約化推進事業：農地所有者に
　対し、土地利用の意向の把握
　農業の効率化や大規模経営化を図る
②産業用地確保事業：農地集約後生じた

新法人には地権者・民間事業者と連携した取り組みが求め
られる一方、先祖代々引き継がれた土地の交渉には、本事
業に対する地権者の理解が不可欠です。農地や空き家の所
有者との合意形成には多くの時間と労力が必要となります
が、土地の利活用は本市にとって大きな課題。市民に寄り
添いながら根気強い取り組みを要望しました。

農地集約や企業立地用地の造成及び空き家活用の為
「静岡市土地等利活用推進公社」が設立されます。
　30億 3,700 万円

　農地以外の土地を産業用用地として活用
③空き家活用促進事業：
　利活用できる空き家の掘り起こし、入居希望者への紹介。
　空き家の市場への流通を促進する

観光文化経済委員会

クルーズ客等市内周遊促進事業　3,000万円

市内周遊促進事業についてはクルーズ客が下船後どのような行
動をするのかの現状分析が必要です。また、文化会館事業では
積算精度が問われました。

清水港寄港の外客船観光客をターゲットにした体験型ツアーの作
成。受け入れ環境の整備として観光案内所に自動翻訳端末を整備。

運動・スポーツ習慣化促進事業　988万円
中央静岡ヤクルト販売㈱、清水エスパルスと連携し、スポーツを通じ
健康増進に取り組む。市民サポーターの育成やスポーツフェスを実施。

静岡市民文化会館建設事業　▲1憶600万円
事業スケジュールの見直しに伴う
現年度予算の減額。総事業費約
150 億円。全部開館予定を令和 10
年4月から同年12月に後ろ倒しに。 外観イメージ

市民環境教育委員会

市民サービスコーナーでの証明書発行が縮小され、コンビニに
よる発行サービスに移行する事業が市民局から議案提案されま
した。経費削減・コーナー廃止によるスペース活用などの利点
が話し合われました。

補正予算・条例改正・請願２件・陳情１件を審査
市民サービスコーナー戸籍等証明書出力用機器等更新事業
　2,738万円余
コンビニ等における証明書
発行サービスの利用率を向
上させ、市民の利便性の向
上を図ると共に、行政コス
トの最適化を図る。

清水ストックヤード土壌汚染対策建設事業  8億8,330万円
土壌汚染対策工事の為、遮水壁工矢板打ち込み事業。

■区役所 ■支所 ■サービスコーナー ■郵便請求 ■コンビニ

証明書取得場所別の利用率推移

厚生委員会

帯状疱疹ワクチン接種費助成事業 １億４千万円

帯状疱疹は５０歳代から発症率が
高くなり、８０歳までに３人に 1
人が発症するとされている。発症

対象者：５０歳以上の市民
助成対象時期：10月 1日以降
想定接種者数：７０００人
助成上限額：接種１回あたり 10,000 円
助成回数：一人当たり 2回接種まで

予防には、不活化ワクチンの接種が有効とされているが
費用が高額であることから、接種をためらう人が多い。
接種により、発症及び重症化の予防を図り、市民生活や
健康の向上、不安の解消につながると考えます。

南海トラフ地震の避難想定について
　本年１月１日に発災した能登半島地震で、避難所数は
１月２日時点で 423ヵ所。その後、一時的な受け入れ先
となる「1.5 次避難所」の開設や、高齢者など配慮が必要
な人たちを対象に、ホテルや旅館などへ避難する２次避
難の開始など段階的に避難所が設置されました。そのよ
うな避難所以外にメディアにも取り上げられたビニール
ハウスや車中避難、自宅での在宅避難など、避難も多様化、
分散化しており、課題も認識されつつあります。

南海トラフ地震における避難について、本市では、
地震発生後の避難者数をどの程度と見込み、又避

難者がどのような場所に避難すると想定するか。

 静岡県の第４次地震被害
想定では最大約３０万人

が避難するとされている。指定
避難所は３３８施設を指定して
いるが、収容可能人数は約１１
万人。このため、約１９万人が在宅や車中、縁故避難、
地域集会所、被災区域外の広域避難すると想定している。

本年度より都市建設委員会の委員長を努
めることになりました。本市の基盤整備
を審議するこの委員会は、本市の将来を
見据えたまちづくりの要となります。十
分な審議ができるように委員会を運営し
てまいります。

避難所外避難について
　現在内閣府において検討が進められている「避難生活の
環境変化に対応した支援の実施」においては、今後在宅車
中泊など避難所以外への避難者等の支援の取り組みについ
て、防災計画等に位置付けることを検討すべきと結論付け
ています。しかし、まず一番に課題となるのは、避難所外
避難者の把握であります。国の防災基本計画で「市町村は、
指定避難所で生活せず食料や水等を受取りに来ている被災
者等に係る情報の早期把握に努めるものとする。」と指示し
ています。ただ、どのようにそれを実施するのかが明確で
はありません。

本市における、指定避難所以外への自主避難者の状況
把握に関する課題認識と、今後の取り組みについてど

う考えているか

課題の解決に向け、現在「能登半島地震復旧・復興支
援本部会議」や「避難生活者の支援に関する検討会」

等で検討がされており、これらの動向を注視し、対応して
いく。

　地域の集会所や公民館を避難所として活用することは、
本市も推奨しているが、あまり活用されていないのが現状
です。他市では地域避難施設として認定することで、支援
や把握ができ易い制度となっています。集会所等だけでは
なく、マンションの集会室なども対象にしているそうです。

そういった自治会が管理する施設を地域の避難所とし
て認定する制度を導入するべきと考えるがどうか。

地域の集会所等を避難所として活用することは、有効
であると考えており、避難の選択肢となるように市民

へ周知している。現在、制度の導入は考えてはいないが、
現行制度を改めて周知するなど、一層取り組みを進める。

（中面へつづく）
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　　令和６年６月議会においては「地域経済の活性化」「文化・スポーツ
　　を活かしたまちづくり」「安心・安全の確保」の３つを柱に予算を編成。
空地や耕作放棄地などを活用する新たな法人の設立や帯状疱疹ワクチンの
接種費用助成の開始など、市民生活の向上につながる予算を議決しました。
また、今議会において一般質問に登壇しましたので、質問内容を中心に、
以下ご報告申し上げます。

石井こうじ議会レポート

静岡市議会議員

令和６年夏号

静岡市議会
６月定例市議会

THE  SOUSEI  SHIZUOKA

創生静岡
創生静岡広報委員会
〒420-8602
静岡市葵区追手町５番１号
TEL.FAX.054-272-8897

住所氏名等に変更等がござい
ましたら、お手数ですが上記
までお知らせください。

〈発行元〉
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６月議会の創生静岡代表質問は、鈴木康友新知事の就任を受け、今後の県市連携の方向性を質問しました。

鈴木知事は、リニアを推進する上で、水
資源の確保や環境保全との両立を図る

東静岡地区のまちの将来像を市民の皆さんや社会全体で共有す
るため、「東静岡地区まちづくり基本構想」を策定する。策定にあ

東静岡周辺地区について、今後どう連携するか。

たっては、県を始め、地域の代表者や鉄道事業者、交通管理者などで構成する
「東静岡地区まちづくり協議会」を設置し、議論を進めていく。　北口では「アリ
ーナ」を核としたスポーツ・音楽などの交流機能の集積、南口では「グランシッ
プや新図書館」を核とした文化・教育の拠点が形になろうとしている。東静岡の
まちづくりは、大きな転換点を迎えており、市長と知事が連携が極めて重要に
なってくる。

令和６年度に実施する「スタートアップと地域の共働によ
る新社会システム共創コンテスト」をはじめとする事業は、

スタートアップとの協働をどうまちづくりに活かすか。

本市を「世界の大きな知」が集まり「地域社会の力」とつながるま
ちにしていくために取り組むもの。革新的な技術やアイデアを持
つスタートアップが社会課題の解決のため、市内で活動すること
に加え、スタートアップ同士や市内関係者との交流機会を作り、共
創がうまく進むコミュニティを形成していく。夢や希望を持つ人た
ちが、新しいことにチャレンジしやすく、新たな価値を創造するス
タートアップが生まれ育ち、それをサポートする人や組織も集ま
るまちを作っていく。

リニア中央新幹線建設工事に係る南アルプスの環境保全の
協議について、新知事とどのように連携していくのか。

べきとの考えを述べおり、私（市長）も全く同じ
考えである。現在、県は専門部会、市は協議会
を開催している。リニア建設に係る生態系へ
の環境影響評価の基本認識についても、共有
していくことが大切である。ツバクロ盛土の評

Q
A

Q
A 初動時における、限られた情報下での決断には市長の即断
が求められる。自衛隊の派遣や緊急消防援助隊の応援要請

想定される南海トラフ地震への対応など、非常時における
トップ間のコミュニケーションは、どうか。

や被災者、物資･資材の輸送要請などの権限を有している県知事
に即断をお願いすることになる。その点で、トップ同士の連携は
大変重要である。また、本市職員は、県職員と災害対応に関する
課題の共有や情報交換、研修や防災訓練などを通じ、顔が見える
関係を築いている。令和４年台風15号の教訓を踏まえ、災害時に
おける県の市町支援制度が強化された。万全の体制を整える。価、植生に対する保全措置、代償措置については、本市の検討の方が

進んでいるので、静岡市から県に情報提供し、参考にしていただけれ
ばと考える。一方、藤島の残土置き場は、（自然由来の）重金属等を含
む土石の盛土であり、県盛土規制条例の解釈問題があるので、県とＪ
Ｒ東海に協議して頂き、市はその協議結果を踏まえて判断する。今後
は、県とお互いの進む方向性を確認しつつ、環境影響評価結果につい
て市民の皆さまと社会全体の理解が得られるよう進める。

Q
A インバウンド誘致にあたっては、観光基本計画にブランド

イメージの設定やターゲットを絞り込んだ戦略を掲げ、様

インバウンド誘致について、具体的にどう取り組むか。

々な角度から取組を進めていく。具体的には海外からの観光客
が、本市の豊かな観光資源を体験し、驚き、感動する様子を表す
キャッチコピーを設定し、ブランドイメージの確立を図る。ター
ゲット国・地域として、本市への来訪者が多い台湾と韓国、訪日
への関心がタイ、お茶の輸出促進や姉妹都市交流のあるアメリ
カ、フランスに対して重点的に取り組み、市場の特性に応じたプ
ロモーションを行っていく。観光政策監の任用や観光基本計画
の策定など、体制と方針を再構築し、本市の観光政策全体をけ
ん引していけるよう取り組んでいく。

広大な県有地、市有地がある東静岡エリア。北口では多目的アリーナ、南口で
は新県立図書館の建設構想がある。（写真右は沖縄市の「沖縄アリーナ」）。

JR 静岡駅南口駅前広場再整備計画
　７月１日に JR 静岡駅南口駅前広場再整備基本計画を策定
するための検討会の第 4回目が開催されました。
　委員会では広場中央部に、屋内待合スペースや、カフェ、
コワーキングスペースなど多目的使える施設を整備する案
や、駅前広場から周辺地区へつながる軸として、それぞれ駅
周辺の道路の整備案や貸し切りバスの乗降場の設置等を整備
する案を示しました。
　今後、検討委員会で出た意見をベースに基本計画案を立案。
８月に駅コンコースで市民からの意見収集、9 月～ 10 月に
パブリックコメントを経て最終的な基本計画を取り纏める。

２０３０年代前半に供用開始を目指します。

土地区画整理基本設計業務　２，４００万円
令和７年度に予定している都市計画決定の根拠

　資料となる土地区画整理事業の基本設計等を実施 

物件調査業務　２，７００万円 
静岡市 都市局 都市計画部 景観まちづくり課 6

約37m

約41m

約27m

約24m

約12m 約5m

約76m

前回の振り返り：第３回までの議論に基づいた広場イメージ平面図

約150m

項目凡例

バス

貸切バス

タクシー

障害者用

デマンド交通

一般車

パーソナル
モビリティ
緊急車両

サービス機能

広場機能

広場機能

広場機能

あくまで検討を行うための
イメージであり、実際の整
備案ではありません。

高度利用想定エリア
JR東海
静岡支社

駿河
スカイタワー 周辺再開発ビルに

つながる空間

ホテルグランヒルズ静岡

金沢市　「金沢ゴーゴーカレースタジアム」を視察

　J リーグ規格を満たすスタジアムとして２月にオープン。すべて屋
根付きで、J１昇格を見据え現状１万席を１万５千席に拡張できるよ
う設計されている。サッカー専用スタジアムの利点として、ピッチ
と席の距離が近く、臨場感あふれる観戦環境を実現している。また、
選手の入場エリアを見ることができるラウンジを日本で初めて導入。
その他、プレミアムラウンジ、VIP エリアなど、日常的に借りること
ができる施設も整備。防災備蓄倉庫も整備しており、災害時の生活
機能を維持できる施設としている。

　本市で新たなスタジアムとし
て JR 清水駅東口に建設が検討さ
れています。天然芝の為、年間
６０日の稼働に制限されており、
開催以外の活用や資金確保策が
必要である。商業施設の複合化
も検討していく必要があります。

福井県立恐竜博物館を視察

2000 年に竣工した恐竜博物館
が 2023 年７月にリニューアルさ
れました。開館当初、来館者数
20 ～ 30 万人の想定が、現在で
は年間 100 万人が来館。博物館
運営費は8割を入管料収入で賄っ
ている。運営の強みは
　①県営ということで県自体が PR
　②教育委員会所管から知事直轄に所管替え
　③福井大学との連携で教育、研究成果の発表
　④見せる展示から、体験、研修、研究ができる施設へ
　他、現在 4 名の職員が福井大学から博物館に勤務。これも互
いに県立ということでスムーズに研究と博物館機能が連携。ま
た令和 7 年には日本初の恐竜学部が福井大学に創設されます。
本市において学ぶべき点が数多くあり、活かしていきます。

脱炭素へ向けた取り組み
　静岡市は 2020 年 12 月に「2050 年
温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指す
ことを表明、その前段として 2030 年
に温室効果ガス排出量 51％削減に向け
て取り組むとしました。その取り組み
が評価され国が進める脱炭素先行地域
の第１弾に選定されています。
　ただ現状は、報告書によると 2021 年度温室効果ガス排
出量は約 500 万トン。基準年度である 2013 年度と比較す
ると 9.1％減少した一方、前年度の 2020 年度と比較すると
6.4％増加しています。また、本市の事業や事務により排出
される温室効果ガスの排出量は 2020 年度、21 年度は前年
比 7％台の減となっていますが、2022 年は前年比 0.6％の
減と大幅に削減率が減少。基準年度である 2014 年度と比
較すると 2021 年度が 17.9％、2022 年度が 18.4％の減少と、
削減ペースが上がってきていない状況が表れています。

温室効果ガス排出量削減に向けて、今後の主な取組
は何か。
これまでの取り組みとして清掃工場で発電した電力
を庁舎等の公共施設で使用する「エネルギー地産地

消事業」を実施している。今後は、公共施設の省エネ化を
進めるとともに、公用車の次世代自動車化や、市有地など
への太陽光発電設備の導入を進める。

公用車の次世代自動車化について
　脱炭素化の象徴として自動車の次世代化が世界で取り組
まれている中、EU やアメリカなどがガソリン車の販売を禁
止、または制限する方針です。日本においても 2035 年に
ガソリン車の新車販売が禁止されます。後 10 年後にはハイ

ブリッド、プラグインハイブリッド、燃料電池車、電気
自動車などの次世代車しか新車は販売できなくなりま
す。脱炭素化を進めるにあたり公用車も次世代車に切り
替えていく必要があり、脱炭素先行地域である本市では
積極的に取り組んでいくべきと考えます。

公用車の次世代自動車化にどのように取組むのか、
また課題はどのように認識しているのか。

現在本市が保有する 943 台の公用車のうち、次世
代自動車が 214 台、約 23％。課題としては価格が

ガソリン車と比べ高価であること
と、充電のインフラが進んでいな
い、またメーカーや車種がまだ少
ないことがあり、導入が進んでい
ない。本年度は 18 台の次世代車
を導入する予定。

カーシェアリングの導入について
　公用車の EV カーシェアリングとは、公用車を使用し
ていない休日は地域住民や観光客などに貸し出すサービ
スで、脱炭素の意識向上はもちろん、地域交通の充実、
蓄電池としての活用など利点は多くあります。本市では
まだ導入されていませんが、複数自治体ですでに導入さ
れております。

次世代自動車の活用方法として公用車のカーシェ
アリングについてどのように考えているか。

カーシェアリング導入には利用者のニーズやメ
リット、制度運用の方法、コストなど様々な分析

が必要で、先進市の調査研究を進め、本年度中にカーシェ
アリングの導入について方針を決定する。
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６月議会の創生静岡代表質問は、鈴木康友新知事の就任を受け、今後の県市連携の方向性を質問しました。

鈴木知事は、リニアを推進する上で、水
資源の確保や環境保全との両立を図る

東静岡地区のまちの将来像を市民の皆さんや社会全体で共有す
るため、「東静岡地区まちづくり基本構想」を策定する。策定にあ

東静岡周辺地区について、今後どう連携するか。

たっては、県を始め、地域の代表者や鉄道事業者、交通管理者などで構成する
「東静岡地区まちづくり協議会」を設置し、議論を進めていく。　北口では「アリ
ーナ」を核としたスポーツ・音楽などの交流機能の集積、南口では「グランシッ
プや新図書館」を核とした文化・教育の拠点が形になろうとしている。東静岡の
まちづくりは、大きな転換点を迎えており、市長と知事が連携が極めて重要に
なってくる。

令和６年度に実施する「スタートアップと地域の共働によ
る新社会システム共創コンテスト」をはじめとする事業は、

スタートアップとの協働をどうまちづくりに活かすか。

本市を「世界の大きな知」が集まり「地域社会の力」とつながるま
ちにしていくために取り組むもの。革新的な技術やアイデアを持
つスタートアップが社会課題の解決のため、市内で活動すること
に加え、スタートアップ同士や市内関係者との交流機会を作り、共
創がうまく進むコミュニティを形成していく。夢や希望を持つ人た
ちが、新しいことにチャレンジしやすく、新たな価値を創造するス
タートアップが生まれ育ち、それをサポートする人や組織も集ま
るまちを作っていく。

リニア中央新幹線建設工事に係る南アルプスの環境保全の
協議について、新知事とどのように連携していくのか。

べきとの考えを述べおり、私（市長）も全く同じ
考えである。現在、県は専門部会、市は協議会
を開催している。リニア建設に係る生態系へ
の環境影響評価の基本認識についても、共有
していくことが大切である。ツバクロ盛土の評

Q
A

Q
A 初動時における、限られた情報下での決断には市長の即断
が求められる。自衛隊の派遣や緊急消防援助隊の応援要請

想定される南海トラフ地震への対応など、非常時における
トップ間のコミュニケーションは、どうか。

や被災者、物資･資材の輸送要請などの権限を有している県知事
に即断をお願いすることになる。その点で、トップ同士の連携は
大変重要である。また、本市職員は、県職員と災害対応に関する
課題の共有や情報交換、研修や防災訓練などを通じ、顔が見える
関係を築いている。令和４年台風15号の教訓を踏まえ、災害時に
おける県の市町支援制度が強化された。万全の体制を整える。価、植生に対する保全措置、代償措置については、本市の検討の方が

進んでいるので、静岡市から県に情報提供し、参考にしていただけれ
ばと考える。一方、藤島の残土置き場は、（自然由来の）重金属等を含
む土石の盛土であり、県盛土規制条例の解釈問題があるので、県とＪ
Ｒ東海に協議して頂き、市はその協議結果を踏まえて判断する。今後
は、県とお互いの進む方向性を確認しつつ、環境影響評価結果につい
て市民の皆さまと社会全体の理解が得られるよう進める。

Q
A インバウンド誘致にあたっては、観光基本計画にブランド

イメージの設定やターゲットを絞り込んだ戦略を掲げ、様

インバウンド誘致について、具体的にどう取り組むか。

々な角度から取組を進めていく。具体的には海外からの観光客
が、本市の豊かな観光資源を体験し、驚き、感動する様子を表す
キャッチコピーを設定し、ブランドイメージの確立を図る。ター
ゲット国・地域として、本市への来訪者が多い台湾と韓国、訪日
への関心がタイ、お茶の輸出促進や姉妹都市交流のあるアメリ
カ、フランスに対して重点的に取り組み、市場の特性に応じたプ
ロモーションを行っていく。観光政策監の任用や観光基本計画
の策定など、体制と方針を再構築し、本市の観光政策全体をけ
ん引していけるよう取り組んでいく。

広大な県有地、市有地がある東静岡エリア。北口では多目的アリーナ、南口で
は新県立図書館の建設構想がある。（写真右は沖縄市の「沖縄アリーナ」）。

JR 静岡駅南口駅前広場再整備計画
　７月１日に JR 静岡駅南口駅前広場再整備基本計画を策定
するための検討会の第 4回目が開催されました。
　委員会では広場中央部に、屋内待合スペースや、カフェ、
コワーキングスペースなど多目的使える施設を整備する案
や、駅前広場から周辺地区へつながる軸として、それぞれ駅
周辺の道路の整備案や貸し切りバスの乗降場の設置等を整備
する案を示しました。
　今後、検討委員会で出た意見をベースに基本計画案を立案。
８月に駅コンコースで市民からの意見収集、9 月～ 10 月に
パブリックコメントを経て最終的な基本計画を取り纏める。

２０３０年代前半に供用開始を目指します。

土地区画整理基本設計業務　２，４００万円
令和７年度に予定している都市計画決定の根拠

　資料となる土地区画整理事業の基本設計等を実施 

物件調査業務　２，７００万円 
静岡市 都市局 都市計画部 景観まちづくり課 6
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約24m
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前回の振り返り：第３回までの議論に基づいた広場イメージ平面図
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駿河
スカイタワー 周辺再開発ビルに

つながる空間

ホテルグランヒルズ静岡

金沢市　「金沢ゴーゴーカレースタジアム」を視察

　J リーグ規格を満たすスタジアムとして２月にオープン。すべて屋
根付きで、J１昇格を見据え現状１万席を１万５千席に拡張できるよ
う設計されている。サッカー専用スタジアムの利点として、ピッチ
と席の距離が近く、臨場感あふれる観戦環境を実現している。また、
選手の入場エリアを見ることができるラウンジを日本で初めて導入。
その他、プレミアムラウンジ、VIP エリアなど、日常的に借りること
ができる施設も整備。防災備蓄倉庫も整備しており、災害時の生活
機能を維持できる施設としている。

　本市で新たなスタジアムとし
て JR 清水駅東口に建設が検討さ
れています。天然芝の為、年間
６０日の稼働に制限されており、
開催以外の活用や資金確保策が
必要である。商業施設の複合化
も検討していく必要があります。

福井県立恐竜博物館を視察

2000 年に竣工した恐竜博物館
が 2023 年７月にリニューアルさ
れました。開館当初、来館者数
20 ～ 30 万人の想定が、現在で
は年間 100 万人が来館。博物館
運営費は8割を入管料収入で賄っ
ている。運営の強みは
　①県営ということで県自体が PR
　②教育委員会所管から知事直轄に所管替え
　③福井大学との連携で教育、研究成果の発表
　④見せる展示から、体験、研修、研究ができる施設へ
　他、現在 4 名の職員が福井大学から博物館に勤務。これも互
いに県立ということでスムーズに研究と博物館機能が連携。ま
た令和 7 年には日本初の恐竜学部が福井大学に創設されます。
本市において学ぶべき点が数多くあり、活かしていきます。

脱炭素へ向けた取り組み
　静岡市は 2020 年 12 月に「2050 年
温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指す
ことを表明、その前段として 2030 年
に温室効果ガス排出量 51％削減に向け
て取り組むとしました。その取り組み
が評価され国が進める脱炭素先行地域
の第１弾に選定されています。
　ただ現状は、報告書によると 2021 年度温室効果ガス排
出量は約 500 万トン。基準年度である 2013 年度と比較す
ると 9.1％減少した一方、前年度の 2020 年度と比較すると
6.4％増加しています。また、本市の事業や事務により排出
される温室効果ガスの排出量は 2020 年度、21 年度は前年
比 7％台の減となっていますが、2022 年は前年比 0.6％の
減と大幅に削減率が減少。基準年度である 2014 年度と比
較すると 2021 年度が 17.9％、2022 年度が 18.4％の減少と、
削減ペースが上がってきていない状況が表れています。

温室効果ガス排出量削減に向けて、今後の主な取組
は何か。
これまでの取り組みとして清掃工場で発電した電力
を庁舎等の公共施設で使用する「エネルギー地産地

消事業」を実施している。今後は、公共施設の省エネ化を
進めるとともに、公用車の次世代自動車化や、市有地など
への太陽光発電設備の導入を進める。

公用車の次世代自動車化について
　脱炭素化の象徴として自動車の次世代化が世界で取り組
まれている中、EU やアメリカなどがガソリン車の販売を禁
止、または制限する方針です。日本においても 2035 年に
ガソリン車の新車販売が禁止されます。後 10 年後にはハイ

ブリッド、プラグインハイブリッド、燃料電池車、電気
自動車などの次世代車しか新車は販売できなくなりま
す。脱炭素化を進めるにあたり公用車も次世代車に切り
替えていく必要があり、脱炭素先行地域である本市では
積極的に取り組んでいくべきと考えます。

公用車の次世代自動車化にどのように取組むのか、
また課題はどのように認識しているのか。

現在本市が保有する 943 台の公用車のうち、次世
代自動車が 214 台、約 23％。課題としては価格が

ガソリン車と比べ高価であること
と、充電のインフラが進んでいな
い、またメーカーや車種がまだ少
ないことがあり、導入が進んでい
ない。本年度は 18 台の次世代車
を導入する予定。

カーシェアリングの導入について
　公用車の EV カーシェアリングとは、公用車を使用し
ていない休日は地域住民や観光客などに貸し出すサービ
スで、脱炭素の意識向上はもちろん、地域交通の充実、
蓄電池としての活用など利点は多くあります。本市では
まだ導入されていませんが、複数自治体ですでに導入さ
れております。

次世代自動車の活用方法として公用車のカーシェ
アリングについてどのように考えているか。

カーシェアリング導入には利用者のニーズやメ
リット、制度運用の方法、コストなど様々な分析

が必要で、先進市の調査研究を進め、本年度中にカーシェ
アリングの導入について方針を決定する。

Q

A

Q

A

Q

A

令和６年　６月議会　一般質問



都市建設委員会

安全で円滑な交通の確保と生活環境の向上の為、道路や街路等の社会基
盤の整備を進めることは重要です。その財源は国庫補助金を多く活用し
ています。予算確保に向けた国への引き続きの働きかけと、工事作業者
の安全指導を要望しました。また、大浜公園プールの入場料について、
一番の利用者である市内小中学生への配慮を要望しました。

道路新設改良事業　8 億 7,334 万円
中野小鹿線（駿河区小鹿）の交差点改良
工事、山脇大谷線など７路線のバイパス
整備を行います。

社会基盤整備の促進、生活環境の向上

大浜公園再整備事業 1億 67 万円
建設工事費の増額。令和 6年度に建設工事
を行い、令和７年７月リニューアルオープ
ンに向け進めています。

令和６年６月定例会常任委員会報告 常任委員会は所管部門の議案、請願・陳情の審査、調査を行う
議会の常設機関。静岡市では６の常任委員会が設置されている。

総務委員会

①農地集約化推進事業：農地所有者に
　対し、土地利用の意向の把握
　農業の効率化や大規模経営化を図る
②産業用地確保事業：農地集約後生じた

新法人には地権者・民間事業者と連携した取り組みが求め
られる一方、先祖代々引き継がれた土地の交渉には、本事
業に対する地権者の理解が不可欠です。農地や空き家の所
有者との合意形成には多くの時間と労力が必要となります
が、土地の利活用は本市にとって大きな課題。市民に寄り
添いながら根気強い取り組みを要望しました。

農地集約や企業立地用地の造成及び空き家活用の為
「静岡市土地等利活用推進公社」が設立されます。
　30億 3,700 万円

　農地以外の土地を産業用用地として活用
③空き家活用促進事業：
　利活用できる空き家の掘り起こし、入居希望者への紹介。
　空き家の市場への流通を促進する

観光文化経済委員会

クルーズ客等市内周遊促進事業　3,000万円

市内周遊促進事業についてはクルーズ客が下船後どのような行
動をするのかの現状分析が必要です。また、文化会館事業では
積算精度が問われました。

清水港寄港の外客船観光客をターゲットにした体験型ツアーの作
成。受け入れ環境の整備として観光案内所に自動翻訳端末を整備。

運動・スポーツ習慣化促進事業　988万円
中央静岡ヤクルト販売㈱、清水エスパルスと連携し、スポーツを通じ
健康増進に取り組む。市民サポーターの育成やスポーツフェスを実施。

静岡市民文化会館建設事業　▲1憶600万円
事業スケジュールの見直しに伴う
現年度予算の減額。総事業費約
150 億円。全部開館予定を令和 10
年4月から同年12月に後ろ倒しに。 外観イメージ

市民環境教育委員会

市民サービスコーナーでの証明書発行が縮小され、コンビニに
よる発行サービスに移行する事業が市民局から議案提案されま
した。経費削減・コーナー廃止によるスペース活用などの利点
が話し合われました。

補正予算・条例改正・請願２件・陳情１件を審査
市民サービスコーナー戸籍等証明書出力用機器等更新事業
　2,738万円余
コンビニ等における証明書
発行サービスの利用率を向
上させ、市民の利便性の向
上を図ると共に、行政コス
トの最適化を図る。

清水ストックヤード土壌汚染対策建設事業  8億8,330万円
土壌汚染対策工事の為、遮水壁工矢板打ち込み事業。

■区役所 ■支所 ■サービスコーナー ■郵便請求 ■コンビニ

証明書取得場所別の利用率推移

厚生委員会

帯状疱疹ワクチン接種費助成事業 １億４千万円

帯状疱疹は５０歳代から発症率が
高くなり、８０歳までに３人に 1
人が発症するとされている。発症

対象者：５０歳以上の市民
助成対象時期：10月 1日以降
想定接種者数：７０００人
助成上限額：接種１回あたり 10,000 円
助成回数：一人当たり 2回接種まで

予防には、不活化ワクチンの接種が有効とされているが
費用が高額であることから、接種をためらう人が多い。
接種により、発症及び重症化の予防を図り、市民生活や
健康の向上、不安の解消につながると考えます。

南海トラフ地震の避難想定について
　本年１月１日に発災した能登半島地震で、避難所数は
１月２日時点で 423ヵ所。その後、一時的な受け入れ先
となる「1.5 次避難所」の開設や、高齢者など配慮が必要
な人たちを対象に、ホテルや旅館などへ避難する２次避
難の開始など段階的に避難所が設置されました。そのよ
うな避難所以外にメディアにも取り上げられたビニール
ハウスや車中避難、自宅での在宅避難など、避難も多様化、
分散化しており、課題も認識されつつあります。

南海トラフ地震における避難について、本市では、
地震発生後の避難者数をどの程度と見込み、又避

難者がどのような場所に避難すると想定するか。

 静岡県の第４次地震被害
想定では最大約３０万人

が避難するとされている。指定
避難所は３３８施設を指定して
いるが、収容可能人数は約１１
万人。このため、約１９万人が在宅や車中、縁故避難、
地域集会所、被災区域外の広域避難すると想定している。

本年度より都市建設委員会の委員長を努
めることになりました。本市の基盤整備
を審議するこの委員会は、本市の将来を
見据えたまちづくりの要となります。十
分な審議ができるように委員会を運営し
てまいります。

避難所外避難について
　現在内閣府において検討が進められている「避難生活の
環境変化に対応した支援の実施」においては、今後在宅車
中泊など避難所以外への避難者等の支援の取り組みについ
て、防災計画等に位置付けることを検討すべきと結論付け
ています。しかし、まず一番に課題となるのは、避難所外
避難者の把握であります。国の防災基本計画で「市町村は、
指定避難所で生活せず食料や水等を受取りに来ている被災
者等に係る情報の早期把握に努めるものとする。」と指示し
ています。ただ、どのようにそれを実施するのかが明確で
はありません。

本市における、指定避難所以外への自主避難者の状況
把握に関する課題認識と、今後の取り組みについてど

う考えているか

課題の解決に向け、現在「能登半島地震復旧・復興支
援本部会議」や「避難生活者の支援に関する検討会」

等で検討がされており、これらの動向を注視し、対応して
いく。

　地域の集会所や公民館を避難所として活用することは、
本市も推奨しているが、あまり活用されていないのが現状
です。他市では地域避難施設として認定することで、支援
や把握ができ易い制度となっています。集会所等だけでは
なく、マンションの集会室なども対象にしているそうです。

そういった自治会が管理する施設を地域の避難所とし
て認定する制度を導入するべきと考えるがどうか。

地域の集会所等を避難所として活用することは、有効
であると考えており、避難の選択肢となるように市民

へ周知している。現在、制度の導入は考えてはいないが、
現行制度を改めて周知するなど、一層取り組みを進める。

（中面へつづく）
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　　令和６年６月議会においては「地域経済の活性化」「文化・スポーツ
　　を活かしたまちづくり」「安心・安全の確保」の３つを柱に予算を編成。
空地や耕作放棄地などを活用する新たな法人の設立や帯状疱疹ワクチンの
接種費用助成の開始など、市民生活の向上につながる予算を議決しました。
また、今議会において一般質問に登壇しましたので、質問内容を中心に、
以下ご報告申し上げます。

石井こうじ議会レポート

静岡市議会議員

令和６年夏号

静岡市議会
６月定例市議会

THE  SOUSEI  SHIZUOKA

創生静岡
創生静岡広報委員会
〒420-8602
静岡市葵区追手町５番１号
TEL.FAX.054-272-8897

住所氏名等に変更等がござい
ましたら、お手数ですが上記
までお知らせください。
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